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1. はじめに
Balassa0, Grubel=Lloy紗等によって測定されたように，現在の工業諸国
間においては，産業内貿易が顕著である。それは現在の世界の製品貿易のほぼ
半分を占めるといわれている。経済発展が進めば，産業内貿易の比率が増大す
ることも測定されている凡
しかし， 産業内貿易の測定方法（通常は， Grubel=Lloyd指数）については疑問
がある。 とくに， Lipsey4lが当初から指摘しているように， 産業内貿易の大
1) Balassa, B., "Tariff Reduction and Trade in Manufactures among the 
Industrial Countries." American Economic Review, Vol. 56, 1966, pp. 466~473. 
2) Grubel, H. G. and Lloyd, P. J., Intra-Industry Trade: The Theory and 
Measurement of International Trade in Differentiated Products. MacMilan, 
London, 1975. 
3) Havrylyshyn, 0. and Civan, E., "Intra-Industry Trade and the Stage of 
Development: A Regression Analysis of Industrial and Developing Coun-
tries." in Intra-Industry Trade, Empirical and Methodological Aspects. (ed. by 
Tharakan. P. K. M.) North-Holland, 1983, pp. 111~140. 
4) Lipsey, R. E., "Herbert J. Grubel and P. J. Lloyd, Intra-Industry Trade 
(Book Review)" Journal of International Economics. Vol. 6, No. 3, 1976, pp. 
312~314. 
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きさは， 産業分類の程度（通常は， SITCの桁数）によって変化する統計的現象
であることは，完全には否定できない。そのうえ，現行の産業分類は第 1次産
業，第2次産業が中心で，近年の先進国に見られる第3次産業の圧倒的な状態
に対応していない。
したがって，小論においては，産業内貿易を同一産業内における輸出入とい
う側面ではなく，差別化された工業製品の貿易という側面に着目することにし
たい。つまり，双方貿易性よりも，商品の差別化性を重視するのである。後者
は前者を抱合するより一般的な状態だけではなく，上記の困難も生じないから
である。
そこで問題は，商品の差別化が何によって生じ，どのように変化するかとい
うことであろう。したがって，小論は，商品の差別化の指標として，；ヽードコ
スト，ソフトコスト，およびソフトコスト率という概念を提起し，それらを用
いて貿易のパターンと貿易依存度が，長期的にどのように変化するかについて
の考察を試みる•ものである。
最初に断っておきたいことは，、小論では，産業内貿易理論のモデル化をおこ
なうのではないことである。筆者が以前に簡単なサーベイ 5)をしたことがある
が，今日では産業内貿易を説明する種々の精緻な理論6)が試みられている。し
かし，商品の質，型といった物理的差別化はともかく，小論でとくに重視する
販売・情報活動にかんする差別化については，それをモデル化することは，極
めて困難であると思われるからである。
5)山本繁綽，「複占，差別化と産業内貿易」「関西大学経済論集」第34巻第2号 (1984年
6月） 115~141ページ。
6)例えば， Helpman, E., "International Trade in the Presence of Product 
Differentiation, Economic Scale and Monopolistic Competition—Chamberlin-
Heckscher_-Ohlin Approach." Journal of International Economics. Vol. 1, 
1981, pp. 305~340. Lancaster, K., "Intra-Industry Trade under Perfect 
Monopolistic Competition and International Trade." journal of International 
Economics. Vol. 10, 1980, pp. 151~175. 
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2. 差別化とソフトコスト率
前節で，産業内貿易について，差別化された工業品の貿易という面に着目す
るといった。それでは，差別化とはなにか，それはどのようにして測定される
のであろうか。
差別化とは， 次のいずれかの， ないしその複合した要因によって，同じ商
品が同じ市場において， 不完全な代替性をもつことである。 Chamberlin叫
Bain8l, 植草益9)などの分類にしたがって，その要因を挙げよう。
(A) 品質，デザインなどの差異（商品の物理的差異）
・(B) 売り手の広告宣伝などの販売活動によって形成される，買い手の特定商
品にたいする選好，たとえば，プランド（買い手の主観的差異）
(C) 買い手の商品の性質にたいする無知，習慣，惰性などによる選択（買い手
の情報の差異）
(D) 贈答品，見栄のための財，流行品（買い手の特殊な購買活動）
(E) 工場販売店の地理的位置による時間，運搬費を考慮した特定企業製品
にたいする選択（売り手の地理的差異）
(F) 情報，配送，アフクーサービス，信用供与，施設提供などの付帯サービ
・スの提供（顧客サー ビスの差異）
これらの差別化の一般的な性格について，次の 2点を指摘しておこう。
1. 差別化は基本的には，買い手の選好状態と見倣されている。しかし，買
い手の選好を生じさせるために，売り手が意識的に差別化政策をとる場合があ
る。たとえば，上記(A)のために技術開発'(Bゆために広告宣伝， (C)のために情
7) Chamberlin, E. H., The Theory of Monopolistic Competition, A Re-orientation 
of the Theory of Value. Harvard University Press, 1950 (Original 1933), 
pp. 56~70 (Chap. 4). 青山秀夫訳「独占的競争の理論」至誠堂， 1975年。， 72~
90ペー ジ。
8) Bain, J. S., Industrial Organization. Wiley, 1968 (Second Edition),・pp. 226~228. 
9)植草益，『産業組織論』筑摩書房， 1982年， 73ペー ジ。
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報提供（無知などをなくすための情報提供であるから，いわば逆差別化であるが，ここで
は差別化ということにしよう）， (D)のためにも広告，宣伝，情報提供，ものによっ
ては，技術開発， (E)のために工場，販売店の移動， (F)のために付帯サービスの
提供などの政策である。そして， Galbraithの依存効果10)によるまでもなく，
寡占経済においては，差別化は売り手の政策による効果が大きい。そのうえ，
買い手の選好が強い場合でも，差別化が実現されるためには，売り手がそれに
対応する政策をとる必要がある。
したがって以下では，買い手の選好状態に対応して，売り手が差別化政策に
よって市場をセグメント化し，非価格競争力を高める行為を差別化と言うこと
にしよう。
2. 差別化は物理的差別化だけでない。 (A)は財そのものに関する物理的差別
化であるが， (B)(C) (D) (E) (F)はすべて，販売に関連する差別化である。このよう
に見ると， 財の物理的差別化よりも販売，．宣伝， 情報活動， 顧客サービスな
ど，要するにサービス面の差別化の方がはるかに大きいことに注意していただ
きたい。さらに言えば'(A)の物理的差別化も技術開発などのサービスが財のな
かに体化されたものと見倣される。かくて，差別化は究極的にはサービスに関
する差別化と言うことが出来るのでないだろうか。以下では，そう考えよう。
それはまた，一種のソフト化と言ってもよいであろう。
そこで，生産のコスト（以下総て平均コストと考えられたい）を，ハードコストと
ソフトコストの 2つの部分に分けよう。ハードコストとは差別化が全く行われ
ない場合のコスト， ソフトコストとは差別化に必要な総てのコストと定義し
よう。前記のように， 差別化は究極的にはサービスに関する差別化であるか
ら，ハードコストは直接の生産コストであり．，ソフトコストは生産にともなう
（販売，宜伝，情報および，技術開発などの）サービスのコストであると近似的に解
することは許されるであろう。
10) J. K. ガルブレイス（鈴木哲太郎訳）「ゆたかな社会」岩波書店， 1960年， 139~147 
ページ（第11章）。
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すでに， Chamberlinは生産費と販売費との区別を強調し，完全競争と独占
の理論においては，生産費だけでよいが，差別化が行なわれる独占的競争の理
論においては，生産費と販売費がともに必要であることを指摘している 11)。小
論でのハードコスト， ソフトコストは Chamberlinの生産費， 販売費に対応
するものではあるが，差別化に関係するかしないかという形に定義をしなおし
たものである。＇
さらに， ソフトコストのコスト全体（すなわち，ハードコストとソフトコストの合
計）に占める比率をソフトコスト率 (softcost ratio)と名付け， 商品の差別化の
度合いを表わす 1つの方法と考えよう。前記の理由より，ソフトコスト率は生
産者がその生産する商品差別化に，どれだけ努力しているかを示す指標と言う
ことができるからである。
ソフトコスト率はどのようにして求められるだろうか。ソフトコスト率とい
うのは，企業のソフトコスト率ではなく，産業のソフトコスト率であることに
注意されたい。いま， 1国経済全体を生産部門とサービス部門の 2部門に分け
よう。そして，生産部門はその販売，宣伝，情報，技術開発などの差別化活動
を総てそれぞれのサービス部門•に外注すると仮定しよう。サービス部門は 2 つ
の部分からなる。定常的な生産に必要なサービス（非差別サービス）と差別化に必
要なサービスとである。というのは，差別化のない生産においても，販売など
の部門への依存がおこなわれているからである。そして，定常的な生産におけ
るサービスの投入は原材料の投入と一定の比率で固定されているとしよう。そ
のことはサービス部門についても同様としよう。（かりに，その比率が入としよ
う）。そこで次のような中間財部門のみの投入産出表を用いて， ソフトコスト
率を求めよう12)0 
11) Chamberlirr, op. cit., pp. 117~129 (Chap. 6). 
12)館龍一郎， 経済の構造変化と政策の研究会編， 『ソフトノミクス』日本経済新聞社，
~- 1983年， 100~110ペー ジ。ソフト化率の計算法より考案。 • 
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中間財部門の投入・産出額
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この表より，第 i財部門（生産部門）のソフトコスト率 a;,ハードコスト H;,
ソフトコスト＆，第 j財部門（サービス部門）のそれら町， Hj,ふは，前記の A
を用いて，それぞれ，
S; 
a;= H;-卜S;,
<I・= 
S; 
1 H;-t-Sか
k n n n 
H戸 I;X正心X;;, S戸 I:Xi;―ふI:Xj;,
i=l j=k+I j=k+I i=k+I 
k n n n 
H戸~X;;十入心xj ふ=I:;Xil→心X;,
i=l i=k+! i=k+l J=k+l 
と示される。この求め方においては， 中間財部門のみで， 付加価値部門（労
務費）がコストから除外されているが， 労務費も中間投入物と同一比率で生産
部門とサービス部門に配分されているとすれば，結果は変りない。
ソフトコスト率について次の 2つのことが言えるであろう。
1. ソフトコスト率は産業によって異なる。産業によって差別化の可能な状
態が異なるからである。通常の指摘されているように，原材料，製品，サービ
スの順に差別化の程度が大きくなるから，その順に平均的ソフトコスト率も大
きくなる。
2. 1国全体のソフトコスト率は長期的には上昇する。通常指摘されていゐ
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ように，産業構造は長期的には第 1次，第2次，第 3次産業へと変化するだけ
でなく，産業内部においてもサービス化が行なわれる。要するに，長期的には
経済全体のサービス化が進展している。そのサービス化の比率が，前記の定常
的な生産に必要なサービスの率よりも大きければ，何らかのかたちで差別化が
行なわれていることになる。このように経済のサービス化と商品の差別化とは
パラレルに進行するはずである。したがって，ソフトコスト率もソフトコスト
も長期的に当然に大きくなるはずである。
最後に，ソフトコスト率を他の差別化を表す指標とを簡単に比較しておこう。
•企業の差別化政策のもっとも有力な手段が宣伝広告活動であることから，広
告費の売上高に占める比率（広告密度）13)が差別化の指標として用いられている
ことがある。 しかし， CavesWが指摘したように， 広告による差別化は国民
性などに訴える場合が多く，しばしば逆貿易的である。貿易に関係する意味で
は，技術開発やマーケティングによる差別化の方が重要であろう。
商品の差別化を表す方法として，最近では，ヘドニック・アプローチ (hednic
appr畑ch沖の精緻な方法が考案されている。けれども， ヘドニック・アプロ
ーチは上記の差別化のなかで,(A)の物理的な差別化の場合だけで，サービスの
差別化には適用できない。また，商品グループの平均価格とその標準偏差との
比率で表す Hufbauer16'の製品差別化指数は， 今日ふつうに見られる非価格
競争，すなわち価格が硬直化していて価格以外の点で競争が行われている状態
の差別化を，厳密には測定できない。
13)植草益，前掲書， 78ページ。
14) Caves, R. E., "Intra—Industry Trade and Market Structure in the Industrial 
Countries." Oxford Economic Papers. Vol. 33, 1981, p. 208. 
15)太田誠，『品質と価格』創文社， 1980年， および， 石原健一「ヘドニック価格指数の
基本問題」「千里山経済学」第14巻第2号 (1981年 1月） 1~72ページ。
16) Hufbauer, G. C., "The Impact of National Characteristics.and Technology 
on the Commodity Com四 itionof Trade in Manufactured Goods." in The 
Technology Factors in International Trade. (ed. by Vernon, R.) Columbia 
University Press, 1970, pp. 145~231. 
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これらの指標に対してソフトコスト率は，サービスを含む総ての差別化に適
用され， しかも，それらを貨幣額で一元的に示した単純にして便利な概念とい
うことができるのである。
3. ハードコスト，ソフトコストと貿易のパターン
貿易あるいは国際分業のパクーンが長期的にどう変化するかについて，前
節で示したハードコスト，ソフトコストおよびソフトコスト率を用いて考察を
試みよう。
1. 工業化の低い水準においては，原材料や差別化の低度の工業製品が貿易
されていると見倣される。 したがって， ハードコストの部分が圧倒的に大き
く，ソフトコストは無視できると仮定しよう。貿易は国際間におけるハードコ
ストの差によって行われる。それは伝統的な比較生産費説による貿易，すなわ
ち比較優位産業が生産する財を相互に輸出する産業間貿易である。
自国と外国との第 i財のハードコストを，それぞれ H;,H;'で表わそう。
自国の第 i財が輸出されるか輸入されるかの条件は， その比較生産費差の小
（輸出），大（輸入）による。すなわち，
H- H/ 
祐巧打 ・・・・・(1.1) 
による。
2. 工業化が進み，商品の差別化が増大するとしよう。最初の節の定義によ
って，差別化された商品の貿易はまさに産業内貿易である。
そのような場合に，比較生産費説が適用できるであろうか。 (1.1)にソフト
コスト S;, S/を入れて調べてみよう。 自国の第 i財が輸出されるか輸入さ
れるかの条件は，ソフトコストを入れると，
H;+S; .,: H/+S/ 局＋ふ H/+S/ ・・・・・(l. 2) 
である。これを自国と外国のソフトコスト率 o,o'を用いて表わそう。
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o;= S; 比+S;より S勺王；H; 
町＝贔S;よりふ＝凸；H; 
であることから，不等式 (1.2)は，
邸 1一町）ダ比'(1-o/)
H;(l-o;) H/(1-o;') 
となる。
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・・・・・(1.3)
いま，ソフトコスト率の効果を抜き出すために，ハードコストの方はそれぞ
れの国内においては産業内格差がなく，したがって， H;=H;,H/=H/と仮定
しよう。さらに説明の便宜上，ソフトコスト率の産業間格差が内外で同一の大
きさで，すなわち O;_=k町， o/=koふただし O<k<lと仮定しよう。 (1.3)は，
1ー町 1-o/ 
戸 Sl-k<1/ ・・・・・(1.4) 
と変更される。この場合，両国の相対ソフトコスト率は，
a・ ，町 1＝＝ ka; k町I k 
であることに注意されたい。だから， 輸出入の条件は相対ソフトコスト率に
は，関係がなくなる。
さて，
d(l=旦
1-ka) = k-1 <O 
d町 (1-k町）2
である•ことから， (1.4)の条件が成立するためには，
町多 a_,にしたがって， 1ー町 1-a/ ， ~ 1-k町 1-ka/ ・・・・・(1.5) 
が判明するだろう。すなわち，平均してソフトコスト率の高い国は，ソフトコ
スト率の相対的に小さい財を輸出し，平均してソフトコスト率の低い国は，ソ
フトコスト率の相対的に大きい財を輸出するという形で，貿易参加のパターン
が決まるのである。
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このことの具体的な意味は，比較生産費説に従うと， 差別化の進んだ国で
は，比較的差別化の少ない品を輸出し，比較的差別化の大きい商品を輸入し，
差別化の進んでいない国ではその逆がおこなわれるということである。けれど
も，差別化の進んだ国では，比較的差別化の大きい商品こそが，相対的に豊富
に生産されているはずである。したがって，そのような相対的に豊富に生産さ
れている商品が輸入財となるという上記の命題は，まさしく逆説といわなけれ
ばならない。かくて，差別化された商品の場合は，均ー化された商品の場合と
違って，貿易のパターンの決定にかんして，比較生産費説の適用は妥当しない
ことが判明するのである。
言うまでもなく，比較生産費説は価格，厳密には相対価格の比率が貿易のパ
クーンを決めることを説明する理論である。しかし，差別化された商品の貿易
においては，価格競争力よりも非価格競争力の方が強力に働くから，比較生産
費説が妥当しないのは，いわば当然の•ことであろう。上記の命題は，そのこと
をソフトコスト率という概念を用いて証明したといえるものである。つまり，
差別化された商品の貿易においては，比較生産費説が妥当しないことだけは明
かにされた。それでは比較生産費説に代わる差別化された商品の貿易の理論，
すなわち産業内貿易理論がどうなるかについては，すでに指摘したように，こ
こでは立ち入らない。
さて，経済発展は工業段階に限定すれば，半（加工）工業国 semi(processing)-
industrial countryから成熟（脱）工業国 matured(post)-industrialcountryへの
発展といえる。というのは，工業化によって，資源節約的技術進歩と所得水準
の上昇が生じると考えられるからである。そして，資源節約的技術進歩によっ
て原料輸入比率は低下し，所得水準の上昇によって多様化した工業製品に対す
る需要が増加すると考えられるからである17)。さらに成熟（脱）工業国段階にな
17)この点の詳細については，山本繁綽「加工貿易主義の反省」『世界経済評論」 (1985年
6月号） 22~24ページ参照。
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ると，産業のサービス化が急速に進むことも指摘しておこう 18)。
このように発展段階を規定すれば，半（加工）工業国段階における一般的な貿
易パターンは産業間貿易であり，成熟（脱）工業国段階における一般的な貿易バ
ターンはここでいう産業内貿易，つまり差別化された工業製品の水平的貿易と
いえるであろう。
最後に，ソフトコスト，ハードコストを用いて，同質財の産業内貿易といわ
れる状態について付言しておこう。
Grube1-Lloyd19l, Brander20lなどの同質財の産業内貿易理論にかんして，
もしそれらがソフトコストがゼロであるとすれば，ここでいう産業内貿易と矛
盾することにならないであろうか。
まず， Grubel-Lloydは同質財の産業内貿易として， (a)同一財を同じ国のあ
る地方では輸出するが，他の地方では輸入する国境貿易， (b)再輸出貿易，ある
いは中継地貿易， (c)最盛期に輸出し端境期に輸入する周期的，循環的貿易の 3
種をあげている。
しかし，再輸出貿易中継地貿易はともかく，国境貿易は第 1節の(E}の地理的
差異が存在する場合に当たるし，周期的，循環的貿易は同様に時間的差異が存在
する場合に当たるといえるだろう。その意味でソフトコストはゼロではない。
つぎに， Brander理論はクルノー複占の解として， 自国が外国に輸出し外
国が自国に輸出する均衡状態を求め，それが両国同一価格であるから，同質財
と考えている。
しかし，両困同一価格でも差別化財の場合もありうる。ハードコストとソフ
トコストの比率が異なる場合，前記の記号を用いて， H+S=H'+S', ただし
18-)ダニエル・ベル（内田忠夫他訳）「脱工業社会の到来（上）」ダイヤモンド社， 1975年，
165~222ページ（第2章）および， デニス・ガボール（林雄二郎訳）『成熟社会一新
しい文明の選択」 1973年， 38~42ページ参照。
19) Grubel-Lloyd, op. cit., pp. 71~84. 
20) Brander, J. A., "Intra-Industry Trade in Identical・Commodities." Journal of 
I nternatzonal Economics, Vol. 1, 1981, pp. 1~14. 
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H-=l=H', Sキs~ の場合である。実際，価格が同じでも， 質， デザインの差異
から顧客サービスの差異にいたるまで差別化がなされていて，だからこそ，相
互乗り入れというかたちの産業内貿易がおこなわれていると考えられるのであ
る。
このように考えると，いずれの場合も差別化が行われているのであって，ソ
フトコストはゼ・ロではなく，両国同一でもない。したがって，ここでいう差別化
された商品の貿易という産業内貿易の定義は， 実は Grubel-Lloyd,Brander 
が同質財産業内貿易といっている場合にも適用されるものである。
4. 貿易逓減・逓増の問題
今度は，輸入依存度が長期的にどのように変化するかについて，ソフトコス
ト率を用いて考察を試みよう。
輸入依存度が長期的にどう変化するについては， 貿易逓減の法則20(Law of 
Decreasing Trade)と言われるものがある。それは次のような理由によるもの
である。
(1) 経済発展による比較優位差の縮小によるもの。 (R.Torrens22>, J.M. 
Keynes23>, W. A. Lewis24>, D. H. Robertson25>.) 
21) Kindleberger, C. P., Foreign Trade and the National Economy. Yale Univer-
sity Press, 1962, pp. 179~194. 山本登監訳「外国貿易と国民経済」春秋社， 1965
年， 149~162ペー ジ。
22) Torrens, R., An Essay on the Production of Wealth. (Original 1821), J. Dorf-
man ed. Reprints of Economic Classics, Kelley, N. Y., ・1965, pp. 248~289. 
23) Keynes, J. M., "National Selfsufficiency." Yale Review, Vol. 23 (June 1933). 
24) Lewis, W. A., "World Production, Prices and Trade 1870~1960." Manchester 
School of Economics and Soczal Studies, Vol. 20 (May 1952). pp. 105~138. 
. 25) Robertson, D. H., "The Future of International Trade." Economic Journal, 
Vol. 48 (Mar. 1952), reprinted Read切'gS 切 theTheory of International 
Trade, Allen & Unwin, London, 1950, pp. 497~513. 
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(2) 保護主義化の傾向によるもの。 (W. Sombart26>, J. Robinson27>, H. G. 
Johnson28>.) 
(3) エンゲルの法則，経済発展にともなう社会間接資本の増大，サービス部
門の拡大， 輸入代替政策などの構造的要因によるもの。 (C.P. Kindleber-
ger29l.) 
ここでは， 経済が長期的に， サービス部門の拡大と，輸入代替政策（輸入代
替的技術進歩）と， そして前々節で示したソフトコスト率の上昇の 3つの要因
が生じることに注目することにしよう。そこで，それら 3つの要因が，輸入依
存度にどのような変化をひきおこすかについて，簡単なモデルを用いて調べる
ことにしよう。
記号として， GNPを Y,そのうち生産部門の GNPを Yi,サービス部門
のGNPを Y2,そして石の Yに対する比率，つまりサービス部門比率を S
で表わそう。
Y1=Cl-s)Y, Y2=sY ………(2.1) 
次に， 生産部門とサービス部門の輸入をそれぞれ M1,M2とし， それらは
いずれもハードコスト部分とソフトコスト部分（輸出国側の）に分かれるとしよ
う。すなわち，
M1咽 +S1, M2=比＋＆……・・(2.2) 
そして，輸入のハードコスト部分と GNPの関数関係を，
H1=m1Y1=m1Cl-s)Y, H2=m2巧=m2sY・ ……・(2. 3) 
のように表わそう。輸入のソフトコスト部分も輸出国側のソフトコスト率（輸入
国の生産， サー ビス部門に対して同一に適用される），
26) Sombart, W., Die deutche Volkwirtschaft in neunzehten Jahrhu叫ert,W. 
Kohlhammer, Stuttgart, 1954 (1913), s. 368~389. 
27) Robinson, J., The New Mercantilism, Cambridge University Press, 1966. 
28) Johnson, H. G., "Mercantilism: past, present and future." Mane加sterSchool 
of Economic a叫 SocialStudies, Vol. 42 (Mar. 1974), pp. 1~17. 
29) Kindleberger, C. P., op. cit., pp. 179~194 (山本登訳， 149~162ページ）。
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S a 
a= 
H+S, 
あるいは， S=-H1-o ・・・・・(2.4)
によってハードコスト部分との一定の関係が存在するから， やはり GNPの
関数であることを念のために指摘しておこう。
さて，輸入国の輸入依存度をμ としよう。μ は(2.1), (2. 2), (2. 3),. (2. 4) 
より，次のように表わされるであろう。
μ= ・M1+M H1+ふ＋比+S nii(l-s)+m硲y 2= y z= 1-a ・・・ (2.5)
(5)より， 0 の上昇はμ度上昇させる。 sの上昇がμ を上昇させるかどうか
は一義的にはいえず， mi,加の相対的な大きさによる。しかし，通常は生産
部門の輸入係数はサービス部門の輸入係数より大きい，つまり m1>m2と想定
されるから， Sの上昇はμ を低下させる。
そうすると， 0 の上昇と S の上昇の、μ に与える総合効果はどうか。第 1表
は m1=0. 2, m2=0.1として， 小数点 1点間隔の各 s,0 に対応するμ の値
を求めたものである。 0を一定として Sの上昇はμ を低下させ， Sを一定と
して 0 の上昇はμ を上昇させるが，前者は後者よりその効果は小さい。した
がって， s,0 が同じ値で上昇するとすれば，μ は上昇する。
以上の簡単なモデルから次のことがいえるであろう。 (1)経済発展はサービス
産業の比率を高めるが，それは輸入依存度の低下をもたらす。すなわち，貿易
第1表 μ(m1=0.2, 叫 =0.1の場合）
~I . 1 I . 2 I . 3 .4 .5 . 6 I . 7 I .8 
. 1 . 211 . 200 .189 .178 .167 .156 .144 . 133 
. 2 . 238 . 225 . 213 .200 .188 .175 .163 . 150 
. 3 . 271 . 257 .243 . 229 .214 . 200 .186 .171 
.4 . 317 . 300 .283 . 267 .250 . 233 . 217 . 200 
. 5 .380 . 360 . 340 . 320 . 300 . 280 . 260 . 240 
. 6 .475 .450 . 425 . 400 . 375 . 350 . 325 . 300 
. 7 .633 .600 . 567 . 533 . 500 . 467 . 433 . 400 
.8 .950 .900 . 850 .800 . 750 . 700 . 650 . 600 
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逓減が生じる。しかし， (2)差別化によるソフトコスト率の上昇は，輸入依存度
を上昇させる。すなわち，貿易逓増が生じる。なお， (3)輸入係数，つまり生産
に必要な輸入のハードコスト部分の比率は，経済発展とともに低下する傾向に
ある。とりわけ，原材料輸入の場合はそのことが明白である。それはまた他の
条件を一定とすれば，輸入依存度の低下をもたらす。
さて，前節で示したように，経済発展を半（加工）工業国から成熟（脱）工業国
への変化の過程としよう。半（加工）工業国では主として上記の(3)の要因が生じ
るであろう。しかし，成熟（脱）工業国では主として上記の(1), (2)の要因が生じ
る。しかも， (1)よりも(2)の方が効果が大きい。かくて半（加工）工業国段階にお
いては貿易逓減が生じるが，成熟（脱）工業国段階においては貿易逓増に転じる
のである31)。
5. 結びに代えて
小論では，産業内貿易といわれる現象を，差別化された工業品の貿易として
捉えた。そして，差別化の意味（それはソフト化と考えられる）と， その測定方法
（ソフトコスト率）を示した後， それらを用いて， 長期的な経済発展において，
貿易のパターンと貿易依存度とがどのように変化するかについての考察を試み
た。
そこで，工業発展をサービス化と商品の差別化の程度と主要輸出財・主要輸
入財の差異とによって， 半（加工）工業国と成熟（脱）工業国の 2段階22に大別し
30)上記のモデルでは，相手の輸出国のソフトコスト率であるが， しかし，輸入国側の需
艇によってプルされたものを見倣すことも出来る.o
31)この命題に関して，近年の実証結果は，半工業国においては確かに輸入依存度の低下
は見られるが，先進工業国においては輸入依存度の明白な上昇が見られることを示し
ている。 Batchelor, R. A., Major, R. L. and Morgan, A. D., Industrialization 
and the Basis for Trade, Cambridge University Press, 1980. (Chap. 6). 
Krause, R. B. and Salant, W. B., Worldwide Inflation, Theory and Recent 
Experience, Brooking Institution, 1977, p. 180, Table 3. 等参照。
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て，ここで得られた結果を下のような表に要約しよう。
ヽ
半（加工）工業国 成熟（脱）工業国
産業構造 工業化進行 サービス化進行
商品の性格 均ー化 差別化
貿易財
主要輸出財工業製品 工業製品・サービス
主要輸入財原材料 工業製品
貿易のパターン 産業間貿易 産業内貿易
貿易依存度 低下 上昇
この表より，工業発展における半（加工）工業国と成熟（脱）工業国の差異は
重要となる。それにより，貿易のパクーン， 依存度が大きなコントラストを
示しているからである。このように見れば， 国際貿易理論における Ricardo-
Hechscher-Ohlinモデルは半（加工）工業国段階のもので，成熟（脱）工業国段階
のものではないことが判明するであろう。 ． 
小論は問題提起を意図したもので，その域を脱しないものである。しかし，
ソフトコスト率などは十分に実証に耐える概念であり，今後は理論的にも実証
的にも一層の深化を試みたいと考えている。
（追記）
小論は1986年10月11日の国際経済学会年次大会（於広島大学）において報告したものを
改訂したものである。予定討論者をお引受いただき詳細なご質問と懇切なご意見をしてい
ただいた慶応大学深海博明教授，フロアからご質問ご意見をいただいた国学院大学有木宗
一郎教授，東北学院大学小柴徹修教授，別の機会にご意見をいただいた小田正雄教授，田
中茂和助教授に対し心からの謝意を表したい。
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